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⽣産性倍増に向けた取り組み状況
(2021年度)

2022年6⽉ 東京電⼒ホールディングス株式会社
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遮断器取替⼯事における⼯法カイゼン
東京電⼒パワーグリッド株式会社01

1. ⽣産性倍増に向けた主な取り組み事例

遮断器取替⼯事における標準停電作業⽇数は４⽇間と⻑く、重要な系統では停電制約により停電調整業務の⼿
戻りや、停電不調となった場合の設備損害リスクがあります。そこで停電作業⽇数を短縮させるため、停電内作業のカ
イゼンに取り組みました。

主な停電内作業停電前に作製

再び上部で
接続作業

上部で
接続作業

【架線作製】 【撤去・据付】【架線接続】治具開発

とんがり君

とんがり君ガイド ・少しのずれは「とんがり君」が調整
・「とんがり君ガイド」を使って挟まれ防⽌

治具開発による架線作製の外段取り化 治具開発によるガス遮断器据付の⼀⼈作業化
⼀⼈で調整
が可能

停電内作業の短縮

⼯数削減

カイゼン前 80時間/台

停電作業︓80時間⇒5.5時間（▲93%）
⼯数︓45⼈⽇⇒8⼈⽇（▲82%）

単位︓⼈時間
遮断器撤去 遮断器据付 架線 制御ケーブル 検査

カイゼン後 5.5時間/台 １⽇停電作業実現

カイゼン
ポイント
と結果
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電柱建替⼯事における⼯法カイゼン
東京電⼒パワーグリッド株式会社02

1. ⽣産性倍増に向けた主な取り組み事例

電柱建替⼯事において、元位置へ建替を⾏う場合、⼀旦、別位置に電柱を建設し電線を移設を⾏った後、元位置
へ復元する⼿間が発⽣しておりました。
そこで、別位置への電柱建設⼯事を⾏わず、元位置のみの電柱建替を可能とする⾞両（元位置建替⾞両）を開発
し、元位置建替⼯事時間の短縮を実現しました。

③元位置建替建替電柱①仮電柱
の設置

②仮電柱への
電線移設

④元位置建替柱
への電線移設

⑤仮電柱の抜柱

【1⽇】 【1⽇】 【1⽇】 【1⽇】 【1⽇】

カイゼン前 作業⽇数︓5⽇

カイゼン後 作業⽇数︓１⽇ 元位置建替⾞両

【1⽇】
元位置建替および

電線移設

カイゼン
ポイント
と結果
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刃外電

東京電⼒リニューアブルパワー株式会社03

⽔中ドローンを活⽤した⽔中部ワイヤーロープ点検
1. ⽣産性倍増に向けた主な取り組み事例

カイゼン
ポイント
と結果

ドローンを活⽤した設備の点検カイゼンは徐々に増えてきておりますが、その中で、市販している⼩型汎⽤タイプの
⽔中ドローンを活⽤したダムゲート設備の⽔中部ワイヤーロープの点検をカイゼンした事例を紹介致します。

カイゼン前 カイゼン後
ダム⽔中部のワイヤーロープ点検はダムの⽔を
抜くか潜⽔⼠が潜るかのどちらかで⾏うが、河
川の維持流量を放流しているダムでの潜⽔⼠点
検は⽔流により吸い込まれてしまう危険リスク
がある。

⽔中ドローンを活⽤することで、ダムの⽔を抜
くこともなく、潜⽔⼠も委託する必要もなく社
員がダムの上から点検できるようになり、安全
に効率的にそしてコスト削減を両⽴。

ゲート

吸い込まれ
危険リスク

ワイヤーロープ
ゲート設備

ダム(放流中)

ダム断⾯図

潜⽔⼠

ダム断⾯図

ワイヤーロープ

ゲート

⽔中ドローン

上
下
移
動

ワイヤーロープにアームを
くぐらせ、これをガイドに
上下移動しながら点検

拡⼤

ワイヤーロープ
アーム

ゲート

平⾯図

⽔中部ワイヤーロープ点検

⽔中ドローン
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 2021年度のコスト削減実績は5,066億円であり、⽬標(3,683億円)を1383億円超過達成しました。

2021年度のコスト削減実績と施策別内訳
２. 経営合理化の取り組み状況

51,372

(2,778)

46,306

コスト削減実績
5,066億円

実質的な競争調達環境の実現による取引価格の低減(▲418)
⼦会社・関連会社と協働したコスト削減への取組みによる取引価格の低減(▲698)

設備投資削減による減価償却費の減(▲121)
⼯事・補修の実施時期・規模⾒直し(▲642)
保全⾼度化による点検・補修周期の⾒直し(▲278)

(億円)

震災前⽔準 単価減 規模減・中⽌ 実績

電気事業営業費⽤

(2,288)

0
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競争調達⽐率拡⼤・主要⼦会社のコスト削減実績
２. 経営合理化の取り組み状況

 料⾦査定時の⽬標「2016年度までに競争発注⽐率を6割以上」については2021年度は61％と達成しました。さらなる原価低減に
向け、競争発注に加え⼯事会社やメーカーとの協働カイゼンの取り組みを拡⼤してきております。

 主要⼦会社のコスト削減額は、2021年度⽬標343億円に対し、436億円超過達成しました。

競争調達⽐率実績競争調達⽐率実績

15%

32%

55%

65%
67%
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60%
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年度 2021年度

+436億円

⽬標 実績

(億円)
主要⼦会社のコスト削減実績

 外注費低減施策
・外注作業の効率化
・競争発注による削減 等
 ⼈件費の低減
・仕様簡略化による⼯数削減
・デジタル化 等
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要員効率化について
 「総特」における10年間の⼈員削減計画を前倒しで達成した以降も、継続して効率的な事業運営に取り組んでおります。

２. 経営合理化の取り組み状況

年度末

要員効率化実績要員効率化実績

年度末 年度期初 年度末 年度末 年度末 年度末 年度末 年度末

うち廃炉、賠償・復興推進
要員数(⼈)

年度末 年度末

34,500
（総特計画）

※

※燃料・⽕⼒事業等における㈱JERAへの事業統合に伴う、同社への転籍影響（約2,300⼈）を含む


